
（2005 年 5 月 20 日 放射線障害防止法施行令 一部改正 政令第 178 号）  
 
  附 則  
 （施行期日） 
第一条 この政令は、放射性同位元素等による放射線障害の防止に関する法律の一部

を改正する法律（以下「改正法」という。）の施行の日（平成十七年六月一日）か

ら施行する。 
 （施設検査に関する経過措置） 
第二条 改正法の施行の際、改正法附則第三条第一項の規定により改正法による改正

後の放射性同位元素等による放射線障害の防止に関する法律（以下「新法」という。）

第三条第一項本文の許可を受けたものとみなされる者であって新法第十二条の八

第一項に規定する特定許可使用者（以下単に「特定許可使用者」という。）に該当

する者が現に使用している改正法による改正前の放射性同位元素等による放射線

障害の防止に関する法律（以下「旧法」という。）第三条第一項の許可に基づき設

置した旧法検査対象外使用施設等（使用施設、貯蔵施設又は廃棄施設であって、そ

の使用前に旧法第十二条の八第一項の規定による検査を受けることを要しなかっ

たものをいう。以下この項において同じ。）又は旧法第十条第二項の許可に基づき

その位置等の変更をした旧法検査対象外使用施設等は、改正法の施行の日に、新法

第十二条の八第一項の規定による検査（以下「施設検査」という。）を受け、これ

に合格したものとみなす。 
２ 改正法の施行の際、改正法附則第五条第二項の規定により新法第三条第一項本文

の許可を受けたものとみなされる者であって特定許可使用者に該当する者が現に

使用している旧法第四条第一項の許可に基づき設置した旧法検査対象外詰替施設

等（詰替施設、貯蔵施設又は廃棄施設であって、その使用前に旧法第十二条の八第

二項の規定による検査を受けることを要しなかったものをいう。以下この項におい

て同じ。）又は旧法第十一条第二項の許可に基づきその位置等の変更をした旧法検

査対象外詰替施設等は、改正法の施行の日に施設検査を受け、これに合格したもの

とみなす。 
 （定期検査に関する経過措置） 
第三条 改正法の施行の際、改正法附則第三条第一項又は第五条第二項の規定により

新法第三条第一項本文の許可を受けたものとみなされる者であって特定許可使用

者に該当する者が現に使用している新法第十二条の九第一項に規定する使用施設

等（旧法第十二条の九第一項又は第二項の検査を受けることを要しなかったものに

限る。）については、この政令による改正後の放射性同位元素等による放射線障害

の防止に関する法律施行令（以下「新令」という。）第十四条の規定にかかわらず、

次の各号に掲げる場合の区分に応じ、それぞれ当該各号に定める日までに、新法第

十二条の九第一項の規定による検査（以下「定期検査」という。）を受けなければ

ならない。 
 一 昭和四十七年三月三十一日以前に旧法第三条第一項又は第四条第一項の許可を

受けた場合 平成十八年三月三十一日 



 二 昭和四十七年四月一日から平成七年三月三十一日までの間に旧法第三条第一項

又は第四条第一項の許可を受けた場合 平成十九年三月三十一日 
 三 平成七年四月一日以後に旧法第三条第一項又は第四条第一項の許可を受けた場

合 平成二十年三月三十一日 
 （定期確認に関する経過措置） 
第四条 改正法附則第三条第一項又は第五条第二項の規定により新法第三条第一項

本文の許可を受けたものとみなされる者であって特定許可使用者に該当する者又

は新法第十一条第一項に規定する許可廃棄業者は、新令第十五条の規定にかかわら

ず、平成十八年一月一日以後における最初の定期検査の日までに新法第十二条の十

の規定による確認を受けなければならない。 
 （試験に係る手数料に関する経過措置） 
第五条 この政令の施行前に実施の公告がされた放射線取扱主任者試験を受けよう

とする者が納付すべき手数料については、なお従前の例による。 
 （放射性同位元素装備機器に関する経過措置） 
第六条 新法（第一章、第十九条、第十九条の二、第二十六条第一項（第八号（新法

第十九条第一項又は第二項に係る部分に限る。）、第九号（新法第十九条第三項に係

る部分に限る。）及び第十号（新法第十九条の二第一項に係る部分に限る。）に係る

部分に限る。）及び第二項（第四号（新法第十九条第一項又は第二項に係る部分に

限る。）、第五号（新法第十九条第三項に係る部分に限る。）及び第六号（新法第十

九条第四項又は第十九条の二第一項に係る部分に限る。）に係る部分に限る。）、第

二十八条（新法第二十六条第一項に係る部分に限る。）、第五十二条（第三号に係る

部分に限る。）、第五十四条（第五号（新法第十九条第一項、第二項、第四項及び第

五項に係る部分に限る。）、第六号（新法第十九条第三項に係る部分に限る。）及び

第八号から第十一号までに係る部分に限る。）並びに第五十七条を除く。）の規定は、

新法第二条第三項の放射性同位元素装備機器であってこの政令の施行により新た

に同条第二項の放射性同位元素となるもののみを装備している機器（この政令の施

行の日前に製造され、又は輸入された機器及び当該機器と同一の型式の機器であっ

て平成十九年四月一日前に製造され、又は輸入された機器に限る。）については、

適用しない。 
２ 前項の放射性同位元素装備機器に係る新法第十九条の規定の適用については、同

条第五項中「表示付認証機器又は表示付特定認証機器（以下「表示付認証機器等」

という。）」とあるのは、「放射性同位元素等による放射線障害の防止に関する法律

施行令の一部を改正する政令（平成十七年政令第百七十八号）附則第六条第一項に

規定する放射性同位元素装備機器」とする。 
 （罰則に関する経過措置） 
第七条 この政令の施行前にした行為に対する罰則の適用については、なお従前の例

による。 
 （文部科学省令への委任） 
第八条 附則第二条から前条までに定めるもののほか、改正法及びこの政令の施行に

関し必要な経過措置は、文部科学省令で定める。 



文部科学大臣 中山 成彬   
国土交通大臣 北側 一雄   
内閣総理大臣 小泉純一郎   

           
 


